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区 分 保健衛生 福 祉 まちづくり 環 境 教 育
治安・

安全防災

道 府 県

◇麻薬取扱者（一部）
の免許

◇精神科病院の設置

◇保育士、介護支援
専門員の登録

◇身体障がい者更生
相談所、知的障がい
者更生相談所の
設置

◇都市計画区域の
指定

◇市街地再開発事業
の認可

◇１級河川、２級河川
の管理

◇第１種フロン類
回収業者の登録

◇公害健康被害の
補償給付

◇小中学校学級
編制基準、教職員
定数の決定

◇私立学校、市町村
立高等学校の設置
認可

◇警察（犯罪
捜査、運転
免許等）

指定都市

◇動物取扱業の登録 ◇児童相談所の設置 ◇区域区分に関する
都市計画決定

◇指定区間の１級河
川、２級河川の管理

◇建築物用地下水
の採取の許可

◇県費負担教職員
の任免、給与の
決定

中核市

◇保健所の設置
◇飲食店営業等の

許可
◇旅館業・公衆浴場

の経営許可

◇保育所、養護老人
ホームの設置の
認可、監督

◇介護サービス事業
者の指定

◇身体障がい者手帳
の交付

◇屋外広告物条例に
よる設置制限

◇サービス付き高齢
者向け住宅事業の
登録

◇一般廃棄物処理
施設、産業廃棄物
処理施設の設置の
許可

◇県費負担教職員
の研修

特例市

◇市街化区域・市街
化調整区域内の開
発行為の許可

◇一般粉じん発生施
設の設置の届出の
受理

◇汚水又は廃液を
排出する特定施設
の設置の届出の
受理

市町村

◇保健センターの
設置

◇定期の予防接種の
実施

◇埋葬、火葬の許可

◇保育所の設置、
運営

◇生活保護
◇養護老人ホームの

設置、運営
◇介護保険事業

◇上・下水道の整備、
管理、運営

◇都市計画決定
◇市町村道の建設・

管理

◇一般廃棄物の
収集、処理

◇騒音、振動、悪臭
を規制する地域の
指定

◇小中学校の設置・
管理

◇県費負担教職員
の服務の監督

◇消防、救急
活動

◇災害の予防、
計画、防除
等

◇戸籍、住民
基本台帳

●道府県、指定都市、中核市、特例市の事務の概要
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指定都市・中核市の指定状況等
（平成２９年１月１日現在）

（備考）
※１ 指定都市は、人口その他都市としての規模、行財政能力等において既存の指定都市と同等の実態を有するとみられる都市を指定。
※２ 中核市の指定要件は人口30万以上から人口20万以上に変更（平成27年４月１日施行）。
※３ 特例市制度の廃止（平成27年４月１日施行）の際、現に特例市である市。

【経過措置】 施行時特例市は、特例市としての事務を引き続き処理する。
【中核市指定の特例】 施行時特例市は、施行から５年間（平成32年３月31日まで） 、人口20万未満であっても中核市の指定を受けることができる。

※４ 人口は、平成27年国勢調査人口の確定値を用いた人口（１万人未満切捨て）を表記。

指定都市
（人口５０万以上で政令で指定する市※１）

中核市
（人口２０万以上※２で政令で指定する市）

（参考１） 施行時特例市※３

（参考２） 人口２０万
以上で、中核市の指定
を受けていない市
（施行時特例市を除く）

全国 ２０市 ４８市 ３６市 １２市

北海道 札幌(195) 旭川(33)、函館(26)

東北 仙台(108)
いわき(35)、郡山(33)、秋田(31)、盛岡(29)、青森(28)、

八戸(23)
山形(25) 福島(29)

首都圏
横浜(372)、川崎(147)、さいたま(126)、

千葉(97)、相模原(72)

船橋(62) 、八王子(57) 、宇都宮(51)、柏(41)、横須賀(40)、
高崎(37)、川越(35) 、前橋（33）、越谷(33)

川口(57)、所沢(34) 、水戸(27)、

平塚(25)、草加(24)、春日部(23)、

茅ヶ崎(23)、大和(23)、厚木(22)、つ

くば(22)、太田(21)、伊勢崎（20）、

熊谷（19）、小田原(19)、甲府(19)

市川(48)、松戸(48)、

町田(43)、藤沢(42)、

市原(27)、府中(26)、

上尾(22)、調布(22)、

西東京(20)

北陸 新潟(81) 金沢(46)、富山(41) 長岡(27)、福井(26)、上越(19)

中部圏 名古屋(229)、浜松(79)、静岡(70) 豊田(42)、岐阜(40)、岡崎(38)、長野(37)、豊橋(37)
一宮(38)、四日市(31)、春日井(30)、

富士(24)、松本(24)、沼津(19)
津(27)

近畿圏 大阪(269)、神戸(153)、京都(147)、堺(83)
姫路(53)、東大阪(50)、西宮(48)、尼崎（45）、枚方(40)、

豊中(39)、和歌山(36)、奈良(36)、高槻(35)、大津（34）

吹田(37)、明石(29)、茨木(28)、

八尾(26)、加古川(26)、寝屋川(23)、

宝塚(22)、岸和田(19)

中国 広島(119)、岡山（71） 倉敷(47)、福山(46)、下関(26)、呉（22） 松江(20)、鳥取(19)

四国 松山(51)、高松(42)、高知(33) 徳島(25)

九州 福岡(153)、北九州(96)、熊本(74)
鹿児島(59)、大分(47)、長崎(42)、宮崎(40)、久留米(30)、佐
世保（25）

佐賀(23)

沖縄 那覇(31) 



中核市制度について

○ 政令指定都市が処理することができる事務のうち、都道府県がその区域にわたり一体的に処理することが中核市が処理すること

に比して効率的な事務を除き、中核市に対して移譲するものである。

中核市について（地方自治法第２５２の２２に規定）

中核市が処理する主な事務

（参考） 中核市制度は、平成７年４月１日から施行
現在の中核市の数は４８市

１ 概要

２ 要件

中核市移行に係る手続 （地方自治法第２５２条の２４に規定）

○ 総務大臣は、市の申出に基づき政令で指定。

○ 市は、あらかじめ、市の議会の議決を経て、都道府県の同意（都道府県の議会の議決）を得なければならない。

○ 人口２０万人以上

○ 都道府県の事務のうち、中核市及び施行時特例市が担うこととされている主な事務

※ 平成２６年の地方自治法改正により、中核市制度と特例市制度を統合し、指定要件を３０万人以上から２０万人以上に変更（平成27年4月1日施行）。
なお、経過措置として①人口２０万人未満の特例市は、施行から５年間、中核市の指定をうけることができるとし、②施行時に特例市である市は、

特例市としての事務を引き続き処理する。

（保健衛生） （福祉） （教育） （環境） （まちづくり）

＜中核市＞
・保健所の設置
・飲食店営業等の許可
・温泉の利用許可
・旅館業・公衆浴場の
経営許可

・保育所、養護老人ホームの
設置の認可・監督

・介護サービス事業者の指定
・身体障害者手帳交付

・県費負担教職員の研修
・学校の環境衛生の維持
に係る保健所の助言

・一般廃棄物処理施設、
産業廃棄物処理施設の
設置の許可

・ばい煙発生施設の設置
の届出の受理

・一般粉じん発生施設の
設置の届出の受理

・汚水又は廃液を排出す
る特定施設の設置の
届出の受理

・屋外広告物の条例に
よる設置制限

・サービス付き高齢者向け
住宅事業の登録

・市街化区域又は市街化
調整区域内の開発行為
の許可

・土地区画整理組合の
設立の認可

＜特例市＞

※上記事務のほか、児童相談所
を設置することができる。
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中核市の指定手続きについて

［政令公布・施行］

①申出について
議案提出

中核市の指定手続き（地方自治法第２５２条の２４）

市 都道府県 国

② 議会議決

⑤ 議会議決

総務大臣

③同意申し入れ

市長

市長

⑦ 指定を求める申出

⑨中核市の指定

④同意について
議案提出

都道府県知事

都道府県知事

⑥同意

市長

⑧政令立案
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○ 保健所の設置
○ 感染症の予防 及び まん延防止対策
○ 特定疾患（難病）対策
○ 精神保健に関する相談
○ 食品衛生監視指導
○ 飲食店、旅館業、公衆浴場等の営業

許可、監視指導 など

保健衛生

中核市の主な事務

○ 母子・父子家庭や寡婦に対する福祉
資金の貸付け

○ 障害者手帳の交付
○ 認可外保育施設支援
○ 養護老人ホームの設置認可・監督

など

福 祉

○ 産業廃棄物処理業の許可、規制・指導
○ ばい煙発生施設の設置の届出受理

など

環 境

○ 屋外広告物の許可等、屋外広告業の
登録

○ サービス付高齢者向け住宅事業の登録
など

都市計画

○ 初任者 及び 経験年数等に応じた
教職員研修

○ 重要文化財の管理状況等保全のため
の調査 など

教 育

現在の事務に加え、主に次の事務が行えるようになります。
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① 充実した市民サービスで魅力と活力あるまち

中核市としてさらなる飛躍へ

ワンストップで迅速なサービスを
提供します

保健・医療・環境衛生など市民に身近
な事務を市が一体的に行うことで、ワン
ストップで対応ができるほか、きめ細かく
迅速なサービス提供が可能になります。

地域のニーズに即したサービスを
さらに充実します

中核市になることで広がる権限を活か
し、地域の実情や市民ニーズをさらに市
政に反映させていきます。

市のイメージアップにより
まちの活性化を図ります

本市の交流人口の拡大、インフラの整
備・促進が図られるとともに、企業誘致の
促進など、産業のさらなる発展を目指し
ます。
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② 健康づくりと子育てを応援するまち

総合的で質の高い保健衛生サービス
を提供します

保健所業務と保健センター業務を
一体的に行うことで、総合的で質の
高い地域
保健サー
ビスを充
実します。

健康づくりと子育て支援の総合拠点
を整備します

保健所・保健センター・子育て支援
機能を集め、健康づくりや子
育ての総
合的な相
談に対応
します。

中核市への移行により、保健所を設置します
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八王子市
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久留米市
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■小田原市決算状況
（単位：千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

市 税 32,539,159 34,652,579 34,246,824 32,905,503 32,099,222 32,192,837 31,941,396 32,434,339 32,947,512 33,013,393 33,207,024

国 庫 支 出 金 5,177,685 5,573,984 6,463,536 10,651,164 9,425,715 9,748,059 9,804,199 10,361,813 11,677,371 11,482,704 11,666,649

道 府 県 支 出 金 2,685,570 3,491,597 3,321,369 3,581,330 3,934,154 4,175,756 4,009,107 3,951,167 4,069,642 4,085,678 4,241,412

市 債 2,905,800 3,211,300 2,522,500 4,343,300 3,787,530 3,767,200 5,044,652 5,752,954 8,448,589 5,452,905 4,634,311

そ の 他 14,863,546 13,745,370 11,630,715 11,466,457 11,920,382 12,253,037 14,069,775 14,587,305 15,122,058 18,916,308 19,015,806

歳 入 合 計 58,171,760 60,674,830 58,184,944 62,947,754 61,167,003 62,136,889 64,869,129 67,087,578 72,265,172 72,950,988 72,765,202

人 件 費 12,194,597 12,250,887 11,482,648 11,660,280 11,622,291 10,939,078 12,336,913 11,756,501 12,297,380 12,815,393 12,824,645

扶 助 費 9,877,838 10,370,787 10,708,191 11,434,013 14,291,831 15,214,613 15,599,526 15,753,225 16,869,043 17,433,668 18,136,200

操 出 金 7,045,157 7,296,767 6,947,340 7,153,088 7,081,224 7,019,568 7,264,511 7,462,958 7,907,579 8,041,717 5,764,328

投 資 的 経 費 5,050,565 6,713,102 5,409,256 5,062,421 4,691,079 5,142,971 5,781,767 7,757,914 9,519,862 7,381,465 7,049,334

そ の 他 20,655,336 21,503,143 21,456,575 25,126,996 20,522,508 20,690,364 20,164,729 20,509,471 21,699,233 23,184,654 25,266,309

歳 出 合 計 54,823,493 58,134,686 56,004,010 60,436,798 58,208,933 59,006,594 61,147,446 63,240,069 68,293,097 68,856,897 69,040,816

歳 入 歳 出 差 額 3,348,267 2,540,144 2,180,934 2,510,956 2,958,070 3,130,295 3,721,683 3,847,509 3,972,075 4,094,091 3,724,386

基 準 財 政 需 要 額 25,022,798 24,872,706 25,482,779 24,860,882 25,964,177 26,655,946 26,411,864 26,736,424 26,910,227 27,764,408 28,103,487

基 準 財 政 収 入 額 27,203,291 27,771,227 27,818,221 26,687,586 25,019,831 25,541,385 25,013,963 25,380,548 25,856,897 26,781,331 27,305,421

標 準 財 政 規 模 35,620,800 36,353,204 37,743,290 37,037,285 36,340,865 36,451,638 36,531,216 37,003,962 36,830,897 37,403,950 37,451,482

財 政 力 指 数 （ 平 ） 1.06 1.09 1.10 1.09 1.04 1.00 0.96 0.95 0.95 0.96 0.97

実 質 収 支 比 率 9.1% 6.4% 5.3% 6.6% 7.9% 8.4% 10.0% 9.7% 9.8% 10.5% 9.6%

公 債 費 比 率 13.9% 12.7% 11.9% 11.8% 12.2% 11.3% ー ー ー ー ー

公 債 費 負 担 比 率 14.6% 14.2% 14.5% 14.2% 14.6% 14.3% 13.5% 13.1% 13.5% 10.8% 10.2%

起 債 制 限 比 率 12.7% 12.3% 11.7% 11.1% 10.9% 10.8% ー ー ー ー ー

実 質 公 債 費 比 率 17.2% 12.9% 12.6% 11.9% 10.7% 10.2% 9.1% 8.0% 6.9% 6.2% 5.4%

経 常 収 支 比 率 85.6% 89.7% 90.6% 91.4% 90.6% 90.4% 89.4% 88.2% 90.8% 89.2% 93.1%

歳入

歳出

財政指標
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■久留米市決算状況
（単位：千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

市 税 37,200,125 39,428,025 39,052,986 37,551,632 37,716,168 38,623,221 38,542,079 39,615,709 39,889,688 39,980,918 40,520,968

国 庫 支 出 金 13,211,340 14,115,697 19,842,465 20,570,145 24,196,934 22,363,048 21,886,398 28,306,081 27,624,450 27,815,174 25,344,147

道 府 県 支 出 金 5,423,196 6,337,656 5,029,174 5,711,928 6,600,915 6,388,621 7,582,630 6,452,780 7,161,234 9,552,720 10,020,152

市 債 9,224,700 9,411,950 10,540,258 10,351,626 13,272,292 9,832,326 13,813,431 14,973,030 16,419,110 23,746,996 10,287,705

そ の 他 37,569,314 34,969,767 37,793,893 48,595,964 43,562,843 44,498,122 43,415,285 40,669,448 45,066,935 43,536,219 44,046,214

歳 入 合 計 102,628,675 104,263,095 112,258,776 122,781,295 125,349,152 121,705,338 125,239,823 130,017,048 136,161,417 144,632,027 130,219,186

人 件 費 19,970,839 19,147,748 18,383,232 17,029,095 16,739,072 16,243,395 16,366,300 14,895,388 14,485,622 14,364,303 14,822,781

扶 助 費 20,032,171 21,142,343 22,093,730 23,595,501 29,049,031 31,057,472 31,935,438 32,804,584 34,829,631 37,045,470 38,711,619

操 出 金 9,530,869 9,726,691 9,713,038 10,095,390 10,821,027 11,037,892 11,364,824 11,451,362 11,108,261 11,879,518 12,534,557

投 資 的 経 費 15,619,957 16,631,655 17,846,155 17,366,891 22,327,146 13,853,030 18,697,165 20,408,901 27,462,666 31,624,272 13,094,634

そ の 他 35,997,563 36,211,991 39,868,587 52,676,801 44,406,739 46,491,004 44,818,438 47,224,451 46,496,231 47,965,632 49,538,506

歳 出 合 計 101,151,399 102,860,428 107,904,742 120,763,678 123,343,015 118,682,793 123,182,165 126,784,686 134,382,411 142,879,195 128,702,097

歳 入 歳 出 差 額 1,477,276 1,402,667 4,354,034 2,017,617 2,006,137 3,022,545 2,057,658 3,232,362 1,779,006 1,752,832 1,517,089

基 準 財 政 需 要 額 46,283,806 45,930,495 48,640,626 48,551,629 48,225,974 49,400,244 49,066,107 49,683,843 50,374,740 50,914,658 52,073,395

基 準 財 政 収 入 額 32,796,347 33,036,378 32,716,923 31,223,181 29,382,674 30,333,880 30,546,573 31,462,803 32,493,725 33,651,095 34,689,967

標 準 財 政 規 模 57,882,088 57,730,132 62,554,206 63,506,951 65,790,799 66,916,553 67,158,353 68,413,439 68,808,951 67,792,454 67,989,549

財 政 力 指 数 （ 平 ） 0.69 0.71 0.70 0.68 0.64 0.62 0.61 0.62 0.63 0.65 0.66

実 質 収 支 比 率 1.2% 1.2% 1.3% 1.3% 1.6% 1.7% 1.7% 2.0% 1.6% 1.7% 1.5%

公 債 費 比 率 14.5% 14.1% 12.7% 11.5% ー ー ー ー ー ー ー

公 債 費 負 担 比 率 15.6% 16.1% 16.2% 14.2% 14.2% 15.4% 15.9% 15.5% 15.9% 15.5% 16.6%

起 債 制 限 比 率 9.5% 9.4% 9.1% 8.6% ー ー ー ー ー ー ー

実 質 公 債 費 比 率 9.6% 8.6% 5.8% 5.1% 4.6% 4.3% 3.9% 3.7% 3.5% 3.7% 3.6%

経 常 収 支 比 率 93.7% 95.9% 95.4% 94.3% 91.7% 90.9% 93.2% 92.4% 94.6% 93.2% 95.3%

歳入

歳出

財政指標
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

（単位：千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 25,022,798 24,872,706 25,482,779 24,860,882 25,964,177 26,655,946 26,411,864 26,736,424 26,910,227 27,764,408 28,103,487

久 留 米 46,283,806 45,930,495 48,640,626 48,551,629 48,225,974 49,400,244 49,066,107 49,683,843 50,374,740 50,914,658 52,073,395
財政指標 基 準 財 政 需 要 額

25,022,798 24,872,706 25,482,779 24,860,882
25,964,177 26,655,946 26,411,864 26,736,424 26,910,227

27,764,408 28,103,487

46,283,806 45,930,495

48,640,626 48,551,629 48,225,974
49,400,244 49,066,107 49,683,843 50,374,740 50,914,658

52,073,395
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

基準財政需要額

基準財政需要額 小田原 基準財政需要額 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

（単位：千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 27,203,291 27,771,227 27,818,221 26,687,586 25,019,831 25,541,385 25,013,963 25,380,548 25,856,897 26,781,331 27,305,421

久 留 米 32,796,347 33,036,378 32,716,923 31,223,181 29,382,674 30,333,880 30,546,573 31,462,803 32,493,725 33,651,095 34,689,967
財政指標 基 準 財 政 収 入 額

27,203,291
27,771,227 27,818,221

26,687,586

25,019,831 25,541,385 25,013,963 25,380,548 25,856,897
26,781,331 27,305,421

32,796,347 33,036,378 32,716,923

31,223,181

29,382,674
30,333,880 30,546,573

31,462,803
32,493,725

33,651,095
34,689,967

0
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

基準財政収入額

基準財政収入額 小田原 基準財政収入額 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

（単位：千円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 35,620,800 36,353,204 37,743,290 37,037,285 36,340,865 36,451,638 36,531,216 37,003,962 36,830,897 37,403,950 37,451,482

久 留 米 57,882,088 57,730,132 62,554,206 63,506,951 65,790,799 66,916,553 67,158,353 68,413,439 68,808,951 67,792,454 67,989,549
財政指標 標 準 財 政 規 模

35,620,800 36,353,204
37,743,290 37,037,285 36,340,865 36,451,638 36,531,216 37,003,962 36,830,897 37,403,950 37,451,482

57,882,088 57,730,132

62,554,206 63,506,951
65,790,799

66,916,553 67,158,353
68,413,439 68,808,951 67,792,454 67,989,549
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

標準財政規模

標準財政規模 小田原 標準財政規模 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 1.06 1.09 1.10 1.09 1.04 1.00 0.96 0.95 0.95 0.96 0.97

久 留 米 0.69 0.71 0.70 0.68 0.64 0.62 0.61 0.62 0.63 0.65 0.66
財政指標 財 政 力 指 数 （ 平 ）

1.06 
1.09 1.10 1.09 

1.04 

1.00 

0.96 0.95 0.95 0.96 0.97 
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

財政力指数

財政力指数（平） 小田原 財政力指数（平） 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 9.1% 6.4% 5.3% 6.6% 7.9% 8.4% 10.0% 9.7% 9.8% 10.5% 9.6%

久 留 米 1.2% 1.2% 1.3% 1.3% 1.6% 1.7% 1.7% 2.0% 1.6% 1.7% 1.5%
財政指標 実 質 収 支 比 率

9.1%

6.4%

5.3%

6.6%

7.9%

8.4%

10.0%
9.7% 9.8%

10.5%

9.6%

1.2% 1.2% 1.3% 1.3%
1.6% 1.7% 1.7%

2.0%
1.6% 1.7%
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

実質収支比率

実質収支比率 小田原 実質収支比率 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 14.6% 14.2% 14.5% 14.2% 14.6% 14.3% 13.5% 13.1% 13.5% 10.8% 10.2%

久 留 米 15.6% 16.1% 16.2% 14.2% 14.2% 15.4% 15.9% 15.5% 15.9% 15.5% 16.6%
財政指標 公 債 費 負 担 比 率

14.6%
14.2%

14.5%
14.2%

14.6%
14.3%

13.5%
13.1%

13.5%

10.8%
10.2%

15.6%
16.1% 16.2%
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16.6%
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

公債費負担比率

公債費負担比率 小田原 公債費負担比率 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 17.2% 12.9% 12.6% 11.9% 10.7% 10.2% 9.1% 8.0% 6.9% 6.2% 5.4%

久 留 米 9.6% 8.6% 5.8% 5.1% 4.6% 4.3% 3.9% 3.7% 3.5% 3.7% 3.6%
財政指標 実 質 公 債 費 比 率

17.2%

12.9%
12.6%

11.9%

10.7%
10.2%

9.1%

8.0%

6.9%

6.2%

5.4%
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実質公債費比率

実質公債費比率 小田原 実質公債費比率 久留米
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■小田原市決算状況
■久留米市決算状況

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

小 田 原 85.6% 89.7% 90.6% 91.4% 90.6% 90.4% 89.4% 88.2% 90.8% 89.2% 93.1%

久 留 米 93.7% 95.9% 95.4% 94.3% 91.7% 90.9% 93.2% 92.4% 94.6% 93.2% 95.3%
経 常 収 支 比 率財政指標

85.6%

89.7%

90.6%

91.4%

90.6% 90.4%
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経常収支比率

経常収支比率 小田原 経常収支比率 久留米
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2040年時

2015年（H27） 2040年

国勢調査 194,086 158,299 0.82 1.04 6,299 57.5%

自治体人口ビジョン 193,914 164,598 0.85 55.3%

国勢調査 43,306 34,846 0.80 1.07 2,599 12.7%

自治体人口ビジョン 43,390 37,445 0.86 12.6%

国勢調査 9,679 7,492 0.77 1.08 618 2.7%

自治体人口ビジョン 9,779 8,110 0.83 2.7%

国勢調査 17,033 14,336 0.84 1.10 1,481 5.2%

自治体人口ビジョン 17,298 15,817 0.91 5.3%

国勢調査 11,171 7,055 0.63 1.42 2,945 2.6%

自治体人口ビジョン 11,208 10,000 0.89 3.4%

国勢調査 10,724 6,792 0.63 1.35 2,355 2.5%

自治体人口ビジョン 11,413 9,147 0.80 3.1%

国勢調査 17,013 16,215 0.95 1.20 3,203 5.9%

自治体人口ビジョン 17,229 19,418 1.13 6.5%

国勢調査 11,786 7,348 0.62 1.24 1,737 2.7%

自治体人口ビジョン 12,503 9,085 0.73 3.1%

国勢調査 7,333 4,457 0.61 1.10 446 1.6%

自治体人口ビジョン 7,727 4,903 0.63 1.6%

国勢調査 25,026 18,368 0.73 1.04 729 6.7%

自治体人口ビジョン 25,758 19,097 0.74 6.4%

国勢調査 347,157 275,208 0.79 1.08 22,412 100.0%

自治体人口ビジョン 350,219 297,620 0.85 100.0%

松田町

山北町

小田原市

南足柄市

２市8町計

箱根町

真鶴町

湯河原町

開成町

中井町

大井町

自治体ビジョン
/　社人研

自治体ビジョン
－　社人研

(人）

国勢調査
上段：社人研推計人口

下段：人口ビジョン等目標人口

2040/2015

2040年時

構成比
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2040年時

2015年（H27） 2040年

国勢調査 304,552 243,945 0.80 1.16 39,123 65.7%

自治体人口ビジョン 302,467 283,068 0.94 66.1%

国勢調査 57,983 52,538 0.91 1.16 8,431 14.2%

自治体人口ビジョン 59,257 60,969 1.03 14.2%

国勢調査 34,838 25,184 0.72 1.23 5,916 6.8%

自治体人口ビジョン 36,600 31,100 0.85 7.3%

国勢調査 29,509 23,225 0.79 1.11 2,540 6.3%

自治体人口ビジョン 30,826 25,765 0.84 6.0%

国勢調査 15,138 13,404 0.89 1.03 450 3.6%

自治体人口ビジョン 15,135 13,854 0.92 3.2%

国勢調査 14,176 12,806 0.90 1.06 721 3.5%

自治体人口ビジョン 14,290 13,527 0.95 3.2%

国勢調査 456,196 371,102 0.81 1.15 57,181 100.0%

自治体人口ビジョン 458,575 428,283 0.93 100.0%

大川市

うきは市

自治体ビジョン
/　社人研

自治体ビジョン
－　社人研

(人）

国勢調査

国立t社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（平成25
年3月推計）及び各市町人口ビジョンより

大刀洗町

大木町

久留米市

小郡市

４市２町計

上段：社人研将来推計人口 ２０４０年時
下段：人口ビジョ ン等目標人口

2040/2015 構成比
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我が国における総人口の長期的推移

○

出典：内閣府「選択する未来」委員会・事務局提出資料」
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2025年にかけての後期高齢者増加の見通し

○ 2025年にかけて、一都三県は高度成長期に流入した人口が75歳以上
になることで急速に高齢化。後期高齢者は10年間で175万人増える。

出典：まち・ひと・しごと創生会議
（第6回：平成27年6月12日）資
料
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人口移動

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。

（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

○高度経済成長期には三大都市圏に人口が流入。1980年頃にかけて人口流入は沈静化したが、そ

の後、バブル期にかけて東京圏に人口が流入。バブル崩壊後、東京圏が一時的に転出超過となっ
たが、その後、2000年代には再び流入が増加した。

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ 国土形成計画
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9.7万人
（東京圏）

－0.01万人

（名古屋圏）

－0.7万人

（大阪圏）

－9.0万人

（地方圏）

2013年大阪圏

名古屋圏

首都圏工業等制限法
（1959～2002年）

近畿圏工場等制限法
（1964～2002年）

テクノポリス法
（1983～98年）

地方拠点法
（1992～）

頭脳立地法
（1988～98年）

62 7769 87 98 08

東京圏 転入超過数（東京圏）のピークは
1962年（39万人）

新産業都市法
工業整備特別地域法

（1962～2001年）

地方圏

転出超過数（地方圏）のボトムは
1961年（65万人）

第一次
石油ショック
（1973年） 第二次

石油ショック
（1979年）

バブル崩壊
（1991年）

アジア
通貨危機
（1997年）

東日本大震災
（2011年）

阪神淡路
大震災

（1995年）

リーマンショック
（2008年）
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圏域別の合計特殊出生率の推移

○合計特殊出生率の推移を圏域別にみると、1965年（昭和40年）以降、全ての地域で前年を下回る傾
向が続いていたが、2005年（平成17年）以降は上昇傾向にある。

○近年では、東京圏と大阪圏は全国平均を下回る状況にあり、名古屋圏と地方圏は全国平均を上回
る状況にある。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」をもとに国土交通省国土政策局作成。

（注）各圏域の合計特殊出生率は、都道府県ごとの合計特殊出生率を単純平均したもの。
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全国 東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

（％）

（年）

2012年1.41

（東京圏1.25、名古屋
圏1.46、大阪圏1.32、

地方圏1.50）

2005年1.26

（東京圏1.16、名古屋
圏1.36、大阪圏1.21、

地方圏1.39）
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 (単位 百万円) 

28 29 30 31 32 33 34

42,604 42,060 41,523 40,631 39,972 38,454 37,121

－ -1.3% -1.3% -2.1% -1.6% -3.8% -3.5%

市税 32,882 32,955 32,435 32,555 32,680 32,035 32,127

繰越金 4,069 3,511 3,653 3,261 2,575 1,704 279

その他(財産収入等） 5,653 5,594 5,435 4,815 4,717 4,715 4,715

26,747 27,370 30,323 27,820 26,275 26,908 27,031

－ 2.3% 10.8% -8.3% -5.6% 2.4% 0.5%

国県支出金 15,942 16,202 17,648 17,270 16,596 16,736 16,887

市債 5,018 5,516 6,654 4,528 3,644 3,941 3,899

地方交付税交付金 973 801 1,130 1,094 1,062 1,217 1,189

その他（地方消費税交付金等） 4,814 4,851 4,891 4,928 4,973 5,014 5,056

69,351 69,430 71,846 68,451 66,247 65,362 64,152

－ 0.1% 3.5% -4.7% -3.2% -1.3% -1.9%

年　度

計

前年増減

①自主財源

前年増減

②依存財源

前年増減

 

小田原市
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(単位 百万円) 

①義務的経費 

28 29 30 31 32 33 34

32,321 32,510 33,175 33,862 34,643 35,052 35,528

- 0.6% 2.0% 2.1% 2.3% 1.2% 1.4%

人件費 9,953 9,729 9,793 9,978 10,290 10,266 10,228

扶助費 17,737 18,249 18,813 19,138 19,366 19,557 19,762

公債費 4,631 4,532 4,569 4,746 4,987 5,229 5,538

7,594 7,608 9,395 5,652 3,203 3,203 3,203

- 0.2% 23.5% -39.8% -43.3% 0.0% 0.0%

うち大規模事業 1,921 2,427 5,789 2,332

8,703 9,392 9,714 9,993 10,301 10,422 10,469

- 7.9% 3.4% 2.9% 3.1% 1.2% 0.5%

うち国保 1,914 2,204 2,294 2,398 2,570 2,566 2,400

うち介護 2,182 2,433 2,523 2,602 2,627 2,641 2,743

うち後期高齢 2,066 2,201 2,293 2,389 2,490 2,596 2,707

17,222 16,267 16,301 16,369 16,396 16,406 16,406

65,840 65,777 68,585 65,876 64,543 65,083 65,606

- -0.1% 4.3% -3.9% -2.0% 0.8% 0.8%

前年増減

年度

①義務的経費

前年増減

②投資的経費

④その他(物件費等)

計

前年増減

③繰出金

前年増減
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(単位 百万円) 

28 29 30 31 32 33 34

69,351 69,430 71,846 68,451 66,247 65,362 64,152

前年度増減 0.1% 3.5% -4.7% -3.2% -1.3% -1.9%

65,840 65,777 68,585 65,876 64,543 65,083 65,606

前年度増減 -0.1% 4.3% -3.9% -2.0% 0.8% 0.8%

3,511 3,653 3,261 2,575 1,704 279 -1,454

年度

歳入

歳出

歳入歳出差引額  


